
マ
イ
ナ
保
険
証
が
な
く

て
も
変
わ
ら
ぬ
医
療
を
。

令
和
6
年
12
月
2
日
以

降
、保
険
証
は
新
た
に
発
行

さ
れ
ず
、マ
イ
ナ
保
険
証
の

利
用
へ
移
行
し
た
が
、既
に

発
行
さ
れ
て
い
る
保
険
証
は

有
効
期
限
ま
で
使
用
で
き
、

マ
イ
ナ
保
険
証
を
登
録
し
て

い
な
い
人
に
は
、7
年
7
月

31
日
ま
で
に
資
格
確
認
書
を

送
付
す
る
。

最
新
の
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

カ
ー
ド
の
所
有
者
数
と
、マ

イ
ナ
保
険
証
の
登
録
者
数
、

利
用
率
は
。

6
年
10
月
現
在
、6
万

5
5
2
人
中
4
万
6
7
1
6

人
だ
。割
合
は
77
・
15
％
。マ

イ
ナ
保
険
証
登
録
者
数
は
、

6
年
10
月
現
在
、国
保
加
入

者
1
万
1
1
2
1
人
中

7
3
3
0
人
で
65・9
％
だ
。

利
用
率
は
、6
年
9
月
の
実

績
で
15・2
％
だ
。

マ
イ
ナ
保
険
証
の
解
除

は
で
き
る
か
。

6
年
10
月
28
日
か
ら
既

に
受
け
付
け
し
て
い
る
。解

除
の
申
請
の
と
き
、有
効
な

健
康
保
険
証
を
有
し
て
い
な

い
場
合
に
資
格
確
認
書
を
即

時
発
行
す
る
。郵
送
で
申
請

し
た
時
も
即
時
発
行
し
、郵

送
す
る
。

世
田
谷
区
や
新
宿
区
で

は
、資
格
確
認
書
を
全
て
の

被
保
険
者
に
送
る
予
定
だ
。

同
様
に
す
る
考
え
は
。

送
付
す
る
考
え
は
な

い
。「一般

会
計
か
ら
の
繰
り

入
れ
は
、国
保
加
入
者
以
外

の
市
民
の
方
に
も
負
担
を
強

い
る
。国
保
特
別
会
計
は
独

立
採
算
制
」と
答
弁
が
あ
っ

た
が
、国
民
健
康
保
険
法
で

は「
国
民
健
康
保
険
事
業
の

健
全
な
運
営
を
確
保
し
、

も
っ
て
社
会
保
障
及
び
国
民

保
健
の
向
上
に
寄
与
す
る
こ

と
を
目
的
と
す
る
」と
し
て

い
る
。社
会
保
障
と
国
民
保

健
の
向
上
を
め
ざ
す
な
ら
、

市
が
責
任
を
持
っ
て
負
担
軽

減
を
行
い
、市
民
が
安
心
し

て
、加
入
で
き
る
国
民
健
康

保
険
に
し
て
い
く
こ
と
が
必

要
だ
。県
が
禁
じ
て
い
な
い

繰
り
入
れ
を
行
っ
て
負
担
軽

減
を
す
る
考
え
は
。

本
年
よ
り
一
般
会
計
か

ら
の一
時
的
な
繰
り
入
れ
を

行
っ
て
お
り
、負
担
軽
減
を

し
な
が
ら
税
率
改
正
を
し
て

い
る
と
こ
ろ
な
の
で
、こ
れ
以

上
の一時
的
な
繰
り
入
れ
、負

担
軽
減
は
考
え
て
い
な
い
。

●
文
化
祭
の
今
後
は

一
般
質
問
〜
市
政
を
問
う
〜

マイナ保険証がなくても
変わらぬ医療を

河合　克平議員

国
民
健
康
保
険
税
の

負
担
軽
減
を

国
民
健
康
保
険
税
の

負
担
軽
減
を

▲マイナ保険証がなくても変わらぬ医療を

現行の保険証は、期限まで使用できる
保険福祉部長

そ
の
他
の
質
問

そ
の
他
の
質
問
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